
１．収入・所得に関する事項

●営業・農業・不動産所得 ２．所得から差し引かれる金額
営業・農業・不動産の所得の計算は「収入金額」-「必要経費」＝「所得金額」です。別紙の収支内訳書に記入してください。 ●社会保険料控除

令和７年中に支払った国民健康保険料・国民年金保険料・健康保険料等の金額。
●利子所得 （特別徴収分の介護保険料・国民健康保険料や後期高齢者医療保険料は本人のみの控除）
預金や公社債の利子などによる所得。

●小規模企業共済等掛金控除
●配当所得 令和７年中に支払った小規模企業共済制度に基づく掛金又は、確定拠出年金法に基づく個人型
株式の配当、剰余金の分配などの所得。 年金加入者掛金もしくは心身障害者不要共済制度の掛金の金額。

●給与所得 ●生命保険料控除 （控除額は裏面で計算）
一般：給与・俸給・賃金・歳費・賞与等の所得。 令和７年中に、生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料を支払った場合、保険料・掛金から
専従：青色事業専従者給与・事業専従者控除に該当する給与を受けているもの。 配当金等を差し引いた金額で計算してください。
勤務先から交付される源泉徴収票をもとに記入してください。
交付を受けていない場合は裏面の給与所得の内訳に記入してください。 ●地震保険料控除 （控除金額は裏面で計算）

令和７年中に地震保険料、旧長期損害保険料支払った場合、保険料・掛金から剰余金・割戻金を
引いた金額で計算してください。

●寡婦控除・ひとり親控除

※所得金額調整控除については裏面参照

●雑所得
公的年金等：厚生年金・国民年金・共済年金・恩給などの公的年金の所得。（65歳以上はS36.1.1以前生まれ。）

※他の者の扶養親族になっていないことが条件

●障害者控除
本人、配偶者、扶養親族が該当する場合に受けられます。
3.配偶者控除・配偶者特別控除・同一生計配偶者・扶養親族に関する事項に記入してください。

業務：シルバー人材センター配分金、市政協力員委託料、原稿料、講演料又はネットオークション等を利用した個人取引
　　　　もしくは食料品の配達等の副収入による所得。
その他：生命保険契約に基づく年金（郵便年金・個人年金・互助年金）等による所得。

●総合譲渡
車両、機械、船舶、漁業権、著作権、特許権、ゴルフ会員権などの土地建物以外の資産の譲渡による所得。
短期：取得後5年以内の譲渡　　長期：取得後5年超の譲渡
所得計算式：売却金額-（取得金額＋売却必要経費）-特別控除（上限：50万円）

●一時所得
生命保険･損害保険契約に基づく一時金・満期金等、懸賞当選金品、競馬・競輪等の払戻金、遺失物拾得の報労金等の所得。 給与・公的年金等に係る所得以外がある場合は
所得計算式：収入金額-掛金等-特別控除（上限：50万円） 納付方法を選び☑を記入してください。

●特定親族特別控除

３．配偶者控除・配偶者特別控除・同一生計配偶者・扶養親族に関する事項 生計を一にする19歳以上23歳未満の親族等（配偶者及び他の人の扶養親族、 ●勤労学生控除
または事業専従者を除く）の合計所得が58万円超～123万円以下の人。 大学・各種学校等の学生で、合計所得が85万円以下、かつ自己の勤労によらない所得が10万円

以下の人。控除額：26万円

●配偶者控除・配偶者特別控除
（他の納税義務者の扶養親族・あるいは事業専従者の場合を除く。）
3.配偶者控除・配偶者特別控除・同一生計配偶者・扶養親族に関する事項に記入してください。

●扶養控除
生計を一にする配偶者以外の扶養親族（他の人の扶養親族、または事業専従者
の場合を除く）で合計所得金額が58万円以下の人。

４．事業専従者に関する事項
事業専従者とは、生計を一にする配偶者や15歳以上のその他の親族で、原則として6か月を超える期間、事業にもっぱら従事
した人をいいます。
この場合、事業より生ずる収入から次の①②のうちいずれか少ない方の金額が控除されます。

①50万円（ただし、配偶者である事業専従者については86万円）
②（事業所得＋不動産所得）÷（事業専従者の数＋1）

※事業専従者に該当する人は配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除の対象外です。
※雑所得の計算上は専従者控除を適用することはできません。

●医療費控除
医療費控除の明細書、支出した金額がわかる書類（領収書等）の原本の提示又は添付が必要です。 ※親族・・・6親等内の血族と3親等内の姻族
次の⑴、⑵いずれか一方を選択する必要があります。なお、選択後の変更はできません。 ※国外扶養親族（30歳以上70歳未満）の場合、以下の適用要件があります。

①留学により非居住者となったもの　②障がい者　③扶養控除を申告する納税義務者
⑴本人または生計を一にする配偶者や扶養親族のために支払った医療費を控除します。控除の計算式は以下のとおりです。 　 からその年における生活費または教育費の支払いを38万以上受けている人
　（限度額：200万円）
　「支払った医療費」－「高額医療、保険金等で補填される金額」－「総所得金額等の5％または10万円いずれか少ない方」 ●雑損控除 ●基礎控除

⑵医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）を受ける場合、本人または生計を一にする配偶者や扶養親族のために
　支払った特定医療品（スイッチOTC医薬品）の支払額から12,000円を引いた額を控除します。（限度額：88,000円）
　なお、健康の保持増進及び疾病の予防への取り組みを行っている場合のみ適用可。

年少扶養者には○をつける（１６才未満）

同一生計配偶者には○をつける

市民税・県民税・国民健康保険税申告書の書き方

同居・別居に✓をつけ、別居の
場合住所を記入

障害の区分に✓をつける

合計所得金額 控除額

2,400万円以下 43万円

2,450万円超～2,500万円 15万円

2,400万円超～2,450万円 29万円

非居住者である扶養親族の場

合

本人や、生計を一にする配偶者やその
他の親族で令和７年中の総所得金額が
58万円以下の人が、日常生活に必要な
住宅や家財等の資産に、災害や盗難に
よって損害を受けた場合。

非居住者である親族の

生計を一にする事実

□16歳～30歳又は70歳以上

□留学　　　□障害者

□38万円以上の送金

氏　名 続柄

３．配偶者控除・配偶者特別控除・同一生計配偶者・扶養親族に関する事項

個人番号 年少 該当
同一生計

配偶者

本人の所得額

（円）生年月日 同居の別

□同　居

□別　居

別居の場合の住所障害

□特　別

□その他



６．配当譲渡割額又は株式等譲渡所得割額の控除に関する事項

①生命保険料控除②地震保険料控除は保険料控除証明書をもとに記入してください。
　支払額をもとに控除額を算出し、計算結果を表面に記入してください。

①生命保険料控除
７．寄附金に関する事項 【旧契約（一般、年金）】 【新契約（一般、年金、介護医療）】

⑴旧契約のみ 　表面に記載

円 円 円

（最高70,000円）

８．所得金額調整控除に関する事項
⑵新契約のみ 　表面に記載

円 円 円 円

（最高70,000円）

⑶旧契約と新契約があるとき

円 円

円 円

円 円

　表面に記載

有利な控除額 有利な控除額

円 円

円 円

②地震保険料控除

特定配当等に係る所得金額、特定株式譲渡所得金額を総所得金額に含め、
配当割額または株式譲渡割額の控除を受けようとする場合は、金額を記入し
てください。

１．都道府県、市町村又は特別区に関する寄附金
２．住所地の都道府県共同募金又は日本赤十字社の支部に対する寄附金
３．所得税法等に規定される寄附金控除のうち、住民の福祉の増進に寄与
　　する寄附金として住所地の都道府県又は市町村の条例で定めるもの
４．特定非営利活動法人に対する寄附金のうち、住民の福祉の増進に寄
　　附金として住所地の都道府県の条例で定めたもの
　
※上記１に該当する場合は、特例控除金（ふるさと納税分）を加算します。

令和７年中に次に掲げる寄附金額が2,000円を超える場合は寄附金額を記入
してください。

【所得金額調整控除の対象者】

１．給与等の収入金額が850万円を超え、次のアからウのいずれかに該当
する場合（アからウに該当する者を表面に記載した場合は省略可）

ア.特別障害に該当する

イ.年齢23歳未満の扶養親族を有する

ウ.特別障害者である同一生計配偶者もしくは扶養親族を有する
　　《調整額》
　　｛給与の収入額（1,000万円を超える場合は1,000万円）－850万円｝×10％

２.給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る雑所得の金額
があり、　給与所得控除後の給与等の金額と公的年金等に係る雑所得の
金額の合計が　10万円を超える者

　　《調整額》

　　｛給与所得控除後の給与等の金額（10万円を超える場合は10万円）＋
　　公的年金等に係る雑所得の金額（10万円を超える場合は10万円）｝－10万円

上のうちで

＋
介護医療分

一般分 年金分

Ⓐ旧契約分

年金分 介護医療分

（最高28,000円）

＋

＋

＋

＝
控除額

一般分

Ⓑ新契約分

最高28,000円

Ⓐ＋Ⓑ

一般分

（最高35,000円） （最高35,000円）

（最高28,000円） （最高28,000円）

Ⓓ新契約分

Ⓒ＋Ⓓ

最高28,000円

上のうちで

＋

地震保険料控除と長期損害保険料控除の両方がある場合には、それぞれで控除額を算出
し、合計した金額を表面の地震保険料控除の欄に記入してください。
上限額は25,000円です。

＝
（最高28,000円）

控除額

（最高70,000円）

＝

年金分
Ⓒ旧契約分

控除額

15,001～40,000円
40,001～70,000円

70,001円～

支払額
～15,000円

支払額×0.25＋17,500円
支払額×0.5＋7,500円

35,000円

支払額
控除計算式

12,001～32,000円
32,001～56,000円

～12,000円

56,001円～

支払額

支払額×0.25＋14,000円
支払額×0.5＋6,000円

支払額

28,000円

控除計算式

【地震保険料控除】

50,001円～

支払額
支払金額×0.5

25,000円

控除計算式
～50,000円

【旧長期損害保険料控除】

15,001円～

支払額

支払額×0.5＋2,500円

10,000円

支払額
控除計算式

5,001～15,000円

～5,000円

市民税・県民税・国民健康保険税申告書の書き方（裏面）

ご不明な点は下記までお問い合わせください。
八代市役所　市民税課

電話 　０９６５-３３－４１０７　（直通）


